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　第３回定例会は６月２３日に開会し、町長の行政報告のほか、５議員の一般質問と 5 件の意見書案、条例や各会
計補正予算などを審議・可決し閉会しました。
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　議員から提出された5件の意見書案について審議の結果、原案のとおり可決し、関係機関に提出することとしました。

・内閣総理大臣
・内閣官房長官
・総務大臣
・財務大臣
・経済産業大臣
・内閣府特命担当大臣
（地方創生規制改革）
・内閣府特命担当大臣
（経済財政政策）

・内閣総理大臣
・衆議院議長
・参議院議長
・総務大臣
・財務大臣
・文部科学大臣
・内閣府特命担当大臣
（地方創生規制改革）

・北海道労働局
・北海道地方最低賃金
  審議会

　地方自治体が直面している課題に対応し得る財源の確保と強化を求
める。
⑴社会保障、防災、地域交通、感染症対策などに柔軟に対応し得る地方
　一般財源総額の確保
⑵子育て、地域医療の確保など、急増する社会保障ニーズへの対応と
　人材確保
⑶会計年度任用職員制度における当該職員の処遇改善に向けた調査
　と財源の確保
⑷地方交付税におけるトップランナー方式廃止の検討
⑸まち・ひと・しごと創生事業費の水準確保
⑹森林環境譲与税の譲与基準の見直し
⑺地域間のための地方税への税源移譲
⑻地方交付税の財源補償機能・財政調整機能の強化
⑼地方交付税の法定率を引き上げ、臨時財政対策債に頼らない地方財
　政の確立

　教育予算の確保・拡充を求める。
⑴義務教育費国庫負担制度堅持、負担率１／２への復元
⑵３０人以下学級の実現と必要人員の全校配置
⑶給食費、修学旅行費、教材費の負担解消
⑷就学援助制度・奨学金制度の拡大、高校授業料無償化など、就学保障
　の充実
⑸高校授業料無償化制度への所得制限撤廃及び朝鮮学校の適用除外
　の撤回

　北海道の最低賃金の引き上げを求める。
⑴早期に全国加重平均1,000円/時間をめざす国の方針を尊重した最
　低賃金の大幅引き上げ
⑵経験豊富な労働者の時間額が道内高卒初任給を下回らない水準へ
　の改善
⑶キャリアアップ助成金を活用した最低賃金の引き上げ

「子どもの貧困」解消な
ど教育予算確保・拡充
と就学保障、義務教育
費国庫負担制度堅持・
負担率１／２への復元、
教職員の超勤・多忙化
解消・「３０人以下学級」
の実現に向けた意見書

２０２１年度地方財政の
充実・強化を求める意
見書

２０２０年度北海道最低
賃金改正等に関する意
見書
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・衆議院議長
・参議院議長
・内閣総理大臣
・財務大臣
・総務大臣
・文部科学大臣
・農林水産大臣
・経済産業大臣
・国土交通大臣
・環境大臣
・復興大臣

・内閣総理大臣
・財務大臣
・総務大臣
・文部科学大臣
・厚生労働大臣
・農林水産大臣

　林業・木材産業施策の充実・強化を求める。
⑴森林整備事業及び治山事業の財源の確保
⑵「森林の間伐等の実施の促進に関する特別措置法」の延期及び地方
　債の特例措置の継続
⑶森林整備から木材の加工・流通・利用までの一体的な取り組みや担
　い手の育成に対する支援措置の充実・強化

　「食糧・農業・農村基本計画」の一層の促進を求める。
⑴農村生活環境の整備及び農地の維持など日本型直接支払いの拡充・
　強化や地域社会の活性化に繋がる新たな政策支援
⑵食料自給率目標が達成できるよう具体的な施策及び国内農畜産物
　の再生産に向けた所得補償の充実、災害に強い農業づくりへの財政
　措置
⑶家族農業や農業法人など多様な農業が共存できる政策の充実及び
　新規就農者の育成確保対策と農村人口の維持や移住定住促進に向
　けた財政支援

新たな基本計画におけ
る農村振興の強化を求
める意見書

林業・木材産業の成長
産業化に向けた施策の
充実・強化を求める意
見書
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